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経済論叢(京 都 大学)第160巻 第2.号,1997年8月

共同研究開発 と寡占的競争

崔 康 植 卿

亘 は じ め に

技術革新 の問題 は,消 費者の厚 生や政府 のパ チ ン.ト付与に よる インセ ンチ ィ

ヴ効果 な ど様 々な観点か ら分析 される。特 に知識 ・技術その ものに注 目して見

れば,個 人 ・企業がそれを使用す る際 に も所有権が排他的には適用されない公

共財 と しての性質 を持 つ とい う他 の財 と異な る特徴 を持 ってい る。 イノベー

ションの結果がパ テン トに よって保護 され ない と,公 共財 とな って排他 的な権

利 が認 められない ため,企 業のR&Dの イ ンセ ンデ ィヴが低下す る。 これが

Arrow〔1962〕 に よって指摘されたR&Dの 専有不 可能性(inapprop■iability)

の問 題で ある。専 有されなかった知識 ・技術 のス ピルオーバー(spillover)は,

他 の経済主体 に附加 的な便益(利 潤)を もた らす。 このよ うな問題点 に対す る

対策 と して,技 術成果 の専有不可能性 によ りR&D投 資 が過小や 過大 となる両

方の事態 を避 け,社 会 的に最適 な研究開発投資を行い,効 率 的な研究 開発 を実

現 しようとす る共同研究技術 開発 の議論が行われている。

本稿 の 目的は応用 ミクロ経済学の観点か ら,共 同研 究技術 開.発をゲーム理論

的 に分析 した研究 を展望 し,R&Dを め ぐる企 業の戦略的行動 につい ての イン

プ リケ7シ ョンを類型 化 しようとす るこ とにあるリ。 そ0た めに,ま ず,モ デ

ル分析 の中で,需 要,各 々の企業の技術,情 報,市 場 に参加す る順番 などの条

寧 この論文の作成に当たり,浅 沼萬里教授(故),今 井晴雄教授,伊 藤秀史助教授から有益な示

唆をいただいた。また,黄 圭燦氏からは有益なコメントをいただいた。記して感謝する、

Dこ の論文の目的は共同研究開発の理論をすべてサーベイすることにはなく,そ れらの理論文献

を独自の視点からサーベイし,新 しい理論モデルを提示することにある。
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件がすべての企業について一致するとき,そQモ デルは対称性仮定を満たすと

言うことにしよう。前述の条件のうちいずれかが一致 しないケースを非対称性

仮定という%非 対称性仮定の状況 としては,過 去 に参入した時点の差か ら,

市場の構成が既存企業 と参入企業からなるケースが典型的な状況として考えら

れる。この論文では非対称性仮定の下での共同研究開発に対する各企業間のイ

ンセンチィヴの構造を分析する。

本稿は三つの節から構成される。まず,第 一に,共 同研究開発の理論を展望

し,そ の理論の問題点を指摘する。共同研究開発の理論的フレームワークが対

称性仮定の下では..一つ の利潤関数を企業が最大化する構造になっていることを

明らかにする。第二に,以 上を前提 として,非 対称性仮定の下での共同研究開

発に関わる新 しいモデルを分析する。そ して,最 後に結論を述べる。

II共 同研究技術開発に関する既存の研究

企業 が イノベー ションを目指 して行 うR&D投 資 量の最適 化問題で は,企 業

の期待利潤 が限界投資費用 と一致す るように決定される。企業 は常 に自己の利

潤 に照 らして行動す るか ら,独 立 した複数の企業が個別 に研究 開発競争 に従事

す る場 合には,す べ てのR&D費 用 をそれぞれが負担 して,製 品 市場 にお ける

独 占の地位 を 目指 して技術革新を実現 しよ うとす る。その結果,企 業の投 資が

社会 的に過大 になるこ とが問題点 と して指摘 される。

これ に対 して,共 同研 究技 術開発(ResearchJointVentures,以 下,RJVs

と呼 ぶ)で は,独 立 した複数の企 業が集ま って,一 つ の研究 テーマを決めて一

時 的に共同研究 を行 う。契約によ って研究 開発 に必要 な費用 を参加す る企業が

共 同 して負担す るため,各 企業の費用 負担 を低 くす ることが可能 にな り,事 前

に見て研究結果の スピル オーバーを内部化 させ ることがで きる。従 って,技 術

拡散 とい う側面か らは イノベー シ ョンを早め る可能性 があ る(Grossmanand

.2)こ れ らの仮定 の下で 企業 間の非協力 的 なゲーム を取 り扱 った 有益 なサーベ イにReh1即num

〔1989〕があ るu
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Shapiro,1986)。 しか しRJYsの 短 所 として,共 同研究技術 開発の結果 をもと

に製 砧市場 において も共謀 によ って,競 争制限効果 を もた らす可能性 と,技 術

革新 の伝播が遅 くなる可能性が あ り,製 品市場で カルテ ル価格が形成されかね

ない。 また,RJVsに 参 加で きない企業 と参加で きる企業 の機会 をどのよ うに

区別 し調整す るか とい う問題 もある。

RJVsで は 企業 間のmoralhazard問 題 を どの よ うに排 除 して,ど の よ うに

社 会的 な最適 投資量が 決め.られ てい くかがRJVsの 効 率性達 成 に影響す る。

研 究課題 としてはRJVSに 参 加 す る企業が どの よ う.な競 争状態 の下 にあるか

とい う外生 的な条件 を扱 う問題 を指摘 で きる。 また,企 業内部の側面 として,

研 究 者の派遣,研 究成果の帰属,資 金 の分担 な どの内生的 な問題 も指摘で きる。

この節では,RJV5の 効 率性 の議論 を外 生 ・内生の条件 に区別 して既 存の研究

を見 る ことに しよ う。

11-1外 生的条件

既 存研 究で は,ど のよ うにスピルオーバーのパ ラメー ターを考慮 して研究が

行われているかをい くつか のモ デルによっ.て紹 介 しよ う。 これ らの..一連の研究

にそ って,ど の ような競争 状態 におい て企業 のR&D形 態 がRJVSと な りう

.るかにつ いて述べ る。

まず,D'AspremontandJacquemin〔1988,1990〕 は,2期 間 モ デ ルを用 い

て社会 的な厚生 の観 点か らどの ケースが望 ま しいか につ いての イ ン.プリケー.

シ ョンを与えた。つ ま り,(司1期 と 年期 にお㌧.・て二つ の企業が競争す る非協力

ゲー ム(こ の場合 の最適投 資量 と最適生 産量 をX*,Q*と す る)㈲1期 でR

&Dに つ いて.は協 力 し,2期 には製品市 場で競争 するゲーム(κ 、。,Qの 〔c)1.

期 と2期 と呑に協 力す る独 占の ケー ス(為,QM)と い う三つに区別 した分析

を行 った。競 争的な研 究開発 のケースで は2期 目の利潤 を考慮 して研究 開発投

資の レベ ルが決め られ る.一 方,共 同研究開発の ケー スでは企業 間の共 同利潤

を最 大化 す る。 そ して,線 形需要 関数 の下でsubgameperfectequlibruimを
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比 べ た結果,

X**>XM>㌔>x寧,Q窄*>Q侮>Q*>9〃

とい う比較 結果が 得 られ た(X**,.Q**はfirstbestレ ベ ル)。 技術 の ス ピル

オーバーの側面か らは,共 同研 究開発 において競争的 な研究開発 よ りも研究 開

発投資 と製品生産量が社会的によ り望ま しくなると彼 らは結論づけた(異 なる

設定での 同様 な研究 はSpence,1984Kamien,MullerandZang,1992>。 製 品市

場での独 占企業は競争がないため将 来の利潤 を考 えて よ り多 くR&D投 資 を行

う。それ によって独占企業はよ り多 く利潤 を獲得す る。一方,製 品生産量 につ.

い てはQ、 。>QMと な る。RJVs形 成 後,製 品市場 において互い に競 争す る場

合,製 品生産 は増加す る。 しか し彼 らの モデルで は,RJVsの と きと競争 的な

研究 開発 の ときの技術 的 なス ピル オーバー,す なわ ちinformationsharingが

同 じ効果 を もたら している と暗黙的 に仮定 している。 また,RjVsに 対 す る各

企業の事前 と事後のイ ンセ ンチ ィヴにどのような影響 を及ぼす かにつ いてぽ何

も述べ られ ていない。逆 に,市 場の競争状 態 によ ってRJVsの 形 成 インセ ン

.テ ィヴが変わ るモデ ルを提 示 した ものにOrdoverandWillig〔1985〕 が あ る。.

新 製品 または新技術 をめ ぐる企業 のゲームとしてR&Dを 分析 し,社 会 的余剰

が政策の側面か ら望ま しいか どうか は製品市場の競争条件 によ って変わ るこ と.

を明 らかに した。

RJVsの 外 生 的条件 を扱 うよ り厳密 な分析 はKatz〔1986〕 に よって与 えられ

た。彼の モ デルは技 術の スピル オーバー 問題 と製 品競 争段 階で のRJVsの イ.

.ン.センチ ィヴ効果 を考慮 したモ デルであ った。製品市 場において共 同研究 開発

に参加ずる企 業以外 に競争相手がい ない場合 には,共 同研 究開発 に成功 して も,

そ の成果は競 争相 手に対 しても同 じ利益 をもた らし,自 分に とって必ず しも利

益を もた らさない。共 同研究 開発 による成果は,製 品価格 を低下 させ,消 費者

余剰 を増加 させ るが,RJVs企 業 の利 潤 を増加 させ ない。従 って,製 品 市場で

の競争が 激 しくな ると,企 業 には共謀 的なRJVsを 形 成す る インセ ンチ ィヴ

があ る。 この場合,共 同研究開発 は非効率的 にな り,イ ノベー ションが遅 くな
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る可能性 があ る。つ ま り企業 間の スピル オーバーがRJVsへ の インセ ンチ ィ

ヴを低 ドさせ るが.産 業全 体の コス ト削減 を もた らす。特 に基礎的な技 術の場

合,RJVsは 有 利 となる。 しか し,市 場 内外か らの潜在 的な参 入企 業の数が増

加 する場合 には,共 謀的 な共同研究 開発 イ ンセ ンチ ィヴが低下す る。 この とき

には,共 同研究 開発 を行 う企業 集団 と他 の企業 との競争が促進 され,共 同研 究

開発が効率 的にな りうる。 このモデルか ら得 られ るイ ンプ リケー シ ョ.ンとして

は,日 本の コンピュ「 タ産業にお ける共同研究開発がIBMに 対 抗 して共通 し

た技術 開発に取 り組 んだため に,外 部か らの競争圧力 によって,効 率的 とな っ

た点が挙 げ られ る6

II-2内 生 的 条 件

RJVs.形 成 上 の困難 な点 は..傘 業 間で利害が異 なる場 合に,そ れをどのよ う

に調 節するかにある。以下では,RJVs.企 業 内または.企業 間において発 生す る

moralhazardと.イ ンセ ンチ ィヴの問題 を展望す る。

Choi〔1992〕 は,市 場で 直接 に競争 は しないが,技.術 自体 は共通 する,異 な

る産業 に属 す る二つ の企 業 がcompleteinformationの 下 でRJVsの 契 約 を結

ぶ 場合 を考 える。彼 は,契 約 可能な投 入要素Xと,契 約不 可能な投入要 素}7

が 存在 す る場合 にmoralhazardが 生 じる条件 を示 した。各企業が非協 力ゲー

ム においてR&Dに 成功 す ると,そ れ ぞれ の産業 にお いて利益iyを 得 ると し

よ う。一方 の企業だ けがR&Dに 成 功 した時,yに 関わ るス ピルオーバーが

発 生す る。 スピルオ.一バーによ って他方 の企業 もyを 手 にす るこ とになる。

二企業 はス ピルオーバー と γに関す る ライセ ンシ ングについて交 渉で き,使

用 料を決め られ る。 一方,協 力す る場合,契 約可能 な投 入物Xに つ いて契 約

した後,濁 とFに ついて の条件 を所与 として,各 企業 は製 品市場 での競 争を

考 えなが ら自己 の投 資水 準 を決定す る。契約不 可能 なrに 対 して は明確 なモ

ニ タリ ングがで きない た め,各 企 業 に は投 資 量 を少 な くしよ うす るmoral

hazardの イ ンセ ンチ ィヴが生 じて しま う。彼 は,も しXとrが 互い に補 完
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的 な関係 にあ ると,RjVsが 効 率的になる可能性 がある と結論づけた。 この議

論で扱 っているス ピルォーバーは イノベー ション過程 に影響 を与えないが,利

潤には影響 を与 える ものであ った。 さ らに研究 開発 に失敗 した企業で も,開 発

成果 を専有で きる。少な くともR&Dに 失 敗 した企業 は,勝 者である企 業の ラ

イセ ンス契約 を通 じて,あ る程度 の便益 を得 ることにな っている。また契約不

可能 な投.入量 をモニ タリングす る ことによってR&D投 資 が効 率的になる可能

性 は排除 されてい る。

日本の コンピュー タ産業 における共同研究開発では,参 加 したメ ンバ ーが固

定的(こ のケースは契約可能 な投入要素 と して とらえる ことがで きる)で あ る

か ら相手 の研究 開発活動 についての情報(契 約不 可能な投.入要素)が か な り共

有 されていた。 これ はまさに補完性の関係(長 期 間の参加 メ ンバー と情報の共

有)か ら共同研究 開発が よ り効率的 となったものと考 え られ る3,。 もし企業 間.

に技術 的な補完性が十分存在する.ならば,技 術 の共有が よ り進むか もしれない。

しか し技術的 な補完性に対 しては,適 切 な補償 の実行が非常 に困難であ る。 な

ぜ ならば企業間で戦略的な駆け引 きが行われ るため,明 示的な形で どの企業 の

.技 術であ るか を区別する ことが難 しいか らであ る。

一方
,KatzandOrdover〔1988〕 は,自 らのR&D投 資 水準 が増加 す る場合

の企業利潤の変化に往 日 して企業の インセンチ.イヴが どのよ うに変わ るか につ

いて調べた。彼 らの主 な結 論 は,口)知 的所 有権の保護が完全 になれ ぼなるほ

ど,各 企業は 自らのR&D努 力 を高め る。またそれによってス ピルオーバーが

低 くな ってい く。② 製品市 場で の競争が激 し くて,代 替財が生産 され てい る

な ら,競 争相手 の利潤が低 くな る.研 究 開発 の勝敗 によって達成で きる利潤率

が影響 を受 けるため,RJVsが 形 成 しに くくなる。

以上 のように,対 称性仮定の もとでは参加す る企業の コス.ト配分が常 に効率

的になってい る。 しか し,非 対称性仮定 の下での企業の共同研究 開発 インセ ン

3>日 本の共 同研 究開発の メカニズムの実態 を検証 し,.公 共政策 的観 点か ら分析,評 価 した若 杉

口98剖 を参考 されたい。
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テ ィヴについ てはまだ十分 に議論 されていない。注]す べ き研 究 としては,既

存 の研 究開発の分野 とは別 に,incompleteinf。rmationに 基 づ く契約理論が あ

る。 そ こで は,イ ノベー ションの結 果に対 して どのよ うなbargainingpower

に よ って,誰 が所有権 を持つか,そ して,ど のよ うな条件の下で共同研究 開発

が望ま しいかが分析 されてい る。AghionandTirole〔 ユ993,1994〕 を参考 され

たい。次の節では非対称性仮定の もとで,RJVsを 行 う企業 の インセ ンチィヴ

効果が どのよ うに説明で きるのか について述 べる ことにす る。

III非 対称性の下での共同研究開発 インセンチィヴの分析

この節では共同研究 開発 を実施 しようとす る.各企業のイ ンセ ンチ ィヴを分析

す る。。そ して研究 開発 の成 功確 率が製品市場で競争す る企 業の インセ ンテ ィ.

ヴヒ どの ような影響を与えるか につ いて分析す る。

III-1.モ デル.

あ る産業が既存 企業(incumbent>,Lと 参 入 しよ うとす る企業(entrant),

E,と の 二企業 によ り構成されている とす る。すで に製品市場 に参加 している

既存企業 は,イ ノ球 一シ ョン以前 にはflowpro丘t,Rを 得 てい る もの とす る。

参入 しよ うとす る企業,Eに は当然それがない。既存企業 はすで に得た利 潤に

よ り研究 開発 を実施す る能力が十分 あ り,.独 自にで も可能であ る。 また,参 入

企業 の方 も研究開発 を独 自,共 同いずれの状 況においても行 うことが可能であ

る もの と仮定す る51。研 究費用 に関わ る支 出の うち固定費用はFで ある とす る。

さらに,研 究開発に参加する各企業が考えている成功確率をρに牢って表す

ことにしよう。 この技術は非常に革新的であっそ一企業だけが研究開発に成功

する場合,独 占利潤を獲得で きるとする。もし既存企業と参人企業が同時に研

究開.発に成功す るならば,製 品市場は寡占になる。.イノベーションの後,そ れ

4)Marlit〔1991〕 モデルで は対称性仮定で,す べての企 業が既存企業で あるRJVsを 考えている。

5}参 入企業は他の産業で ト分 な利益 を得て,十 分な投資資金を持つ もの と想 定 している。
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そ れ の企業 が得 る非負 の独 占利潤 を πκ,寡 占利潤 をRDと 表す ことにす る6

既 存企業 と参入企業が研究 開発 に参加す る場 合を考察す るため には,利 潤 の

大 きさに仮 定をお く必要があ る。

仮 定1=(a)rzb>2nD(b)Rn>R

イ ノ ベー シ ョンが成功 す る と独 占企 業 にな るが,仮 定1一 ㈲ は研 究開発}こ

よ って獲得 で きる独 占利潤が常 に二企業が得る寡占利潤 を上 回ることを意味す

る。また,こ の産業 はある程度成熟 してい るため,研 究 開発 による寡 占利潤 も

以前のflowprofitを 上 回る(仮 定1一(b))。 逆 にRD≦;Rな らば既存企業 には研

究開発を行 うイ ンセ ンチ ィヴが存在 しない。産業がある程度成熟 して お り,技

術革新が画期 的な場合だ けをここで扱 う6,。

F仮 定2:ρ>

2RD

仮 定2は,研 究開発が画期 的であ るとい う仮定 の下で は成功 確率 ρがF/(2

πD)よ り大 きい,す なわ ち既存企業 と参入企業が共 同研究開発 に参加す るイン

セ ンチ ィヴを持つ こ とを意味す る。各企業が研 究開発 に同時 に成功 したとき獲

得す る利潤 はそれぞれRDで あ るが,こ の値 と固定費用 によって定 まる比率 以

上の成功確 率においてのみ,参 加す ることにな る。

次に,既 存企業 と参入企 業のMoveに よ って決 ま るそ れぞれの期待利潤 を

考え る。各企業の研 究開発の時点が同時発生的(simultaneous)か あ るい は逐

次的(sequential>か に よって戦略 の選択 が変わ る可 能性があ る。実際,企 業

間の研 究開発競争 におい てパ テン トな どを通 じて,.各.企 業 の研究 開発時点がそ

の利潤に大 きく関わ るが,こ のモ デルでは これ らはほ とん ど秘籍 に行われ ると

考えて,同 時発 生的だと仮定す る。簡単化のため,各 企業 の戦略 を次 のよう定

義 にす る。昂,←1,Eは ∫企業 が研究 開発 活動 を選択す る戦略 と し,1賜

は ゴ企業が研 究開発活動 を選択 しない戦略で,最 後 にR/Vs,は 共 同研究 開発

6)恥 ≦尺 なら既存企業 は研究 開発 をせずにflowprofitの み を得 ることを選ぶ イ ンセ ンチ ィヴが

存在する。
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す る 戦 略 だ とす る 。 この 戦 略 か ら利 潤 興 ・,・)鵠[賜(・,・),蝿(・,・)]を.

以 下 の よ う に 定 義 す る 。

Ψ(NE,,NEE)≡[R,0]

璽「(ハ疋E,,EE)再[(1一 ρ)R,ρ πM一 列

Ψ(E,,NE,)≡ ゆ πκ十(1一 ρ)五 一F,01

F(Ei,Es)≡[ρ(1一 ρ)砺+ρ2勘+(1一 ρ)'R-F,p(1一 ρ)π躍+ρ2π 一 和

Ψ(R/Vs,,蝦y3の ≡ ゆ πρ+(1一 ρ)R一(肥)口 ρπ。一(F　 2)]

RJVsで は 固 定 費 用 が 乃2で 平 等 に シ ェ ア リ ン グ さ れ る と 想 定 し て い る の で,

各 企 業 の 期 待 利 潤 は,上 記 の よ う に な る 。

闇

一

』

司

』

哩

雪

ミ
.
;

一

芝

m-2分 析結果

仮定1と2と それぞれの戦略が もたらす期待利潤 をもとに次の結果が得 られ

る。 ここで は..一・種のsubgameperfectequilibrium概 念 を用いて分析 を進 める。

補題1=仮 定1と2を 満たす成功確 率においては,既 存企業には常 に研究 開

発 を行 うイ ンセ ンチ ィヴが存在する。 また,参 入企業 にも,既 存企業が

研究 開発 を行 う限 り,仮 定1と2を 満たす成功確率 においては,常 に研

究開 発を行 うイ ンセ ンデ ィヴが存在す る。

(証明〉:ラ イバ ル企業が開発するあるいは しない とい う条件 を所与 とす る。

その とき,[∫(あ るいはE>が 参入 した ときの利潤 一1(あ るいはE)が 開発

しない と.きの利潤]が 正で ある こ とを示 す。 まず,既 存 企業 につ いて,(E,,

E&).の と きと,α 〉腸,EE>と い う戦 略 の場合 とで,既 存企 業 の期 待利潤 娼

(・,・)を 比較す ると,

Ψ}(E、,E。)一 娼(NE,,EE)=♪(1-p)伽+ρ2π,+(i一 ρ)2忍一F一(1一 ρ)R

=1》[(1一ρ)(π甜一1～)十メ)πP]一F

>PL(1一 ρ)(RD-R)+ρ πP]一F

=ρ[(]CU-1～)十PR】 一F>0
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とな る。最:後 の.式は ♪〉押[恥 一(1一 ρ)R]>F　 2πρか ら得 られ る。 次.に(島,

NEE)と,(NE,,NEE)と い う戦略 の場 合 とで,既 存企業 の期待利 潤を比較

する と,

叫(E∬,NEE)一 隅(NE,,NEE)

=ρ πM十(1一 ρ)R-F-R=ρ(π 渦f-R)一F>0

を得 る。最後 の式 は ρ〉卿[(π κ一劫 】〉ハ2π のか ら得 られ る。次 に,参 入企業

につ いて考え る。(瓦,E&)と,(届,NEE)と い う戦略 の場合 とで,参 入企業

の期待利潤 端(・,・)を 比較す ると,

蝿(E・ 』 君)一輪(Er,NEE)=ρ(1一 ρ)π〃+ρ詔π。一F

=1}[(1一 ρ)πM十ρπρ]一F

>ρ[(1一 ρ)(πrR)+pan】 一F

=ρ[(RD-R)+PR)一F>⑪

と なる。最後の式 は ρ〉(F-an)>Fか ら得 られる。(証 明終わ り)

補 題1か ら仮定1と2の 下で.両企業が独 自に研 究開発す るイ ンセ ンチ ィヴが

存在 し,ナ ッシュ均衡 となるこ とがわか る。重要な点は,技 術革新が非常 に革

新的であ る(仮 定2)た め いずれの企業 も研 究開発 に参加 しよ うとす る点であ

る。そのため社 会的厚生 の面で は投資が過大 にな る可能性が あ り,投 資が重複

す る.ことにな る。 そのため,既 存企業 と参入企業 の間に共 同研究 開発 を行 うイ

ンセ ンチ ィヴが生 じる。以下の補 題2で はそれを示す。

補 題2:仮 定2の 下で は,両 企業 には,研 究 開.発を しない戦略 よ りも共同研

究開.発を選ぶ イ ンセ ンチ ィヴがあ る。

(証明〉:補 題1と 同様 の手順で 証明 を行 う。[1(あ るいはE)がRJVsに.

参 加 した と きの利 潤 一」(あ るいはE)が 開発 しない と きの利潤]が 正で ある

こ とを示 す。 ま ず,既 存 企 業 につ い て考 え る。(R/vs,,1U鞠E)と(NE,,

Es)と い う戦略の場合 とで ,既 存企業 の期待利潤 を比較す ると,

娼(恥 ・・陶 一喝(NE,,EE)一 ρ・・+(レ ρ)・÷(・ 一齪
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一♪・・÷ 岩(・ρ・一 あ ・・

となる。同様 に,参 入企 業 につ いて考 え,(1び 偽',1～ノVSE>と(E,,NEE〕 と

いう戦略の場合 とで,参 入企 業の期待利潤 を比較す ると,

珊 偽訳 陶 一輪(・・堰)一 ρ勘÷ 舌(・pan-F)・ ・

となる。(証 明終わ り)

さて,以 下で は共同研 究開発 につ いて,各 企業が どの ような条件 の下でそれ

を実施す るかを見 る ことに しよう。既 存企業に とって 粥(E,,E6)<砺(R/vs,,

Rノγ5の とい う条 件 が 成 立 し,参 入企 業 に とって 蝿(El,亀)<輪(1び γ5∫,

即 鞠瓦)と い う条件が成立 す るなら,明 らか に両方 の企業 に協 力す るイ ンセ ン

チ ィヴが存在す る。その条件式 は各企業 について以下の ように与 え られ る。 ラ

イバ ルの参入を所与 とした協力 的ゲームの既存.企業の期待利潤 の差 は

妬(E,,EE)一 砺(Rノ 偽1,Rノ 鞠E)

一P(・一・)[・一(耐 ・)]一 書...〔 ・).

に な り,(1).式 の ヵ(1-P)lt,と い う項 は共 同研 究開発組織 の形成によ って失

わ れる独 占利潤の期待値 になってい る。一 方,一 ρ(1一ρ)(πp+R)の 項 は共同

研究開発 によって確保 で きる既存企業 の期待 利潤 を表 してい る。 同様 にライバ

ルの開発 を所与 とした参 入企業 の期待利潤の差 は

.戦(晒)一 胴 臨 舳)〒 ρ(レρ)〈・・一砺)書(・}

で ある。 〔2)式 の 一P(1-p)π 。の項 は共 同研 究開発 によ って確保で きる参入

企業 の期待…利潤 を表 してい る。 また この項 は成功確率 ρに関 してNon-Mono-

tonicと な ってい る。ρに関す る一階微分 は ψ(1一 ρ)/の=0⇒ ρ.=1尼 で あ り,

二 階微分 はd2ρ(1一 ρ)⑳2=一2〈0に なる(図 ユを参 照)。 図1が 示す(1),

(2)そ れ ぞれ の条件式 の曲線形態の差 は,(2>式 か ら(1)式 を 引いた値,一 ρ

(1一 ρ)Rを 表 してい る。p=1/2の と き,既 存企業 が共同研究 開発 によって失
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注) :命 題1を 満 た す 固定 費MF/2を 表 す線 。

;固 定 費 用 を表 す 線 がF*12に 増 加 した 場 合 Ω

う期待利潤 の差は最大 にな り 一(R/4)で あ る。す なわ ち,期 待利潤 の差 はR

の 増加関数である。補題1,2か ら次の命題1が 得 られ る。

命 題1:成 功確率 が区間[0,ρ め あ るい は.(ρ潜,11,露 ∬,E.に 属 するな ら

ば常に共同研究 開発 を行 うイ ンセ ンチ ィヴが存在す る。

(証明):♪=(1/2)で,ρ(1一 ρ〉は最大値 に到達す るか ら,

♪・・〈吉〈ρ・　

で あ る 。 ρε[0,14～)な ら ば ゆ(1一 ρ)⑳>0に な る 。 よ っ て,ρ ∈[0,ρr*)な

ら ば Ψ}(E,Es)一 購(R/Vs,R/VSE)=ρ(1-p)【 恥 一(to+R)]一(F/2),蝿(E・,

Eε)一 輪(尺 ∫Vs,Rノ 鞠 の=ρ(1一 ρ)(π澱一RD)一(F　 2)と い う値 に な る 。 同 様 に

ρ∈(1/2,1]な ら ば の(1一 ρ)ゆ く0に な る 。 従 っ て,ρ ∈(ρr**,1】 な ら ば 聾

(E,,EE)一 Ψ}(Rノ レ3」,Rノ 砿sの=ρ(1一 ρ)「π訂一(π ρ十 」～)]一(F/2),WE(E,,E,)一

蝿(R/Vs,,1～ ノレ5E)=ρ(1一 ρ)(πrπp)一(ハ2)と な る 。(証 明 終 わ り)

固 定 費 用 乃2の 水 準 が 図1の 点 線 水 準 に よ っ て 与 え ら れ る と,既 存 企 業 は
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1/2以 上 の高い成功確 率の下(参 入企 業のそれ よ りは低いが)で 共同研究 開発

を行 うイ ンセ ンチ ィヴが あ り,ま た既存企業 には非常に低い(参 入企業 よ りは

高い)成 功確率 で も共 同研究 開発 を実施 しようとす るイ ンセ ンチ ィヴが存在す

る。固定費用F*/2の.水 準がC点 以上 にな る場 合で も,1/2以 下 の低 い成功確

率 の区間(1/2)>h"+〉(乃2πo)で 共 同研究 開発 を行 う可能性 が存在 す る。 な

ぜな らば,仮 定2の ρ〉(醜 πD)が 成 立する場合 にのみ共 同研究 開発 を行 うか

らで あ る。 しか し,図 ユが示 してい るよ うにC点 以 ドの範囲 に固定 費用F2

の水準 が位置す る と,既 存企業 も参入企業 も成功確 率が1/2以 上 で あるときの

み,共1司 研 究開発 を行 うイ ンセ ンチ ィヴがある ことになる。 このような固定費

用の条件式 は参 入企業 の制約式か ら求め ることがで きる。

補題3;低 い成功確率 の区間 において共同研 究開発を行 うイ ンセ ンチ ィヴが

存在 す るための固定費用 に関す る条件式は,

2πD(πM-2RD) くF...(3)

(πM一 πP)

で あ る。

(証明):仮 定2を 満 たす最小 成功確 率をPIA=(Fン2πD)と 定 義 し,(2)式 を

満たすB点 におけ る参入企業 の.イ ンセ ンチィヴが変 わる成功確率 をPEEと 記

す こ とに しよう。 も し成功確 率が ρ∫』〈♪餌 な ら,(1/2)以 下 の低 い成功 確率

で も共同研 究開発活動が行われ る。その計算は,(2)式 を ゼロ とお くと

ρ2E一PEE+[醜(πrπ ρ)]=0

を得 る。 この2次 方程式 の解 を求 めると

2Fl±1一一.一..

(π甜一RD)ρ
朋=2

とな る。A.*〈(1/2)〈 ♪ず**で あ るか ら小 さい方の解だけを考える。

・一》「 器等,
PEB=2
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図2
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石の条件式(2)

ρ,F

硯

とρM=(朋 πD)と の 大 きさを比較すれ ばいい。ρ'^<擁 β として計算す れば補

題3の(3)を 得 る。(証 明終わ り)

つ ま り固定費用Fが 非常 に大 きければ,成 功確率 が レ2よ り小 さい場合 で

も,共 同研究 開発 を形成 す るイ ンセ ンチ ィヴが存在す るこ.とにな る(図2の

ρr・*とPE・*)。

ここで,共 同研 究開発 インセ ンチ ィヴが既存企業にのみ存在 するケースを考

えて見 よ う(図3)。 そ の意味 は以下の通 りで ある。 一ρ(1一 ρ)Rの 値 は ρ=

1!2の と き,最 大 とな り,こ の期 待利潤 の差は 一R/牲 で あ る。既存企 業がす

で に得 ている κ が十 分大 き くなる と(既 存 企業 の条件 式(1)の 曲線 が ρ=ρ

を表す 直線 の左 側におい て..L昇 し,最 大 点 ρ=レ2を 通過す れば),(3)式 の

.下 で は既 存企 業 にのみ共 同研究 開発 を形成す るインセ ンチ ィヴが生 じ,参 入企

業 には独 自に研究 開発を実行 しよ うとす るインセ ンチ ィヴが生 じる(図3を 参

考)。 このようなケースでは既存企業 は共 同研究 開発 によって資.金を節約で き,

他 の分野(た とえば多角化戦略)に 投資 しよ うとする ことが考 えられ る。その

反対の ケース として,Rが 小 さくなると,仮 定1,2が 成 立す る限 り,図2の
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ρ'*と(醜 πρ)の 間で は既存企業 はRが 小 さ くなった分 を取 り返 すため に独

自の研究開発 を選好 し,独 占利潤 を得 ようとす るインセ ンチ ィヴが生 じると解

釈で きる。なぜ ならば,既 存企業が共同研究開発 を考 える成功確率 ρz*は 蝕*

よ り大 き くな っているか らであ る。 この結果をま とめる と

命題2=.仮 定2の 下で補題3の 条件が満たされないときに,既 存企業と参入

企業が共同研究開発を行 うインセンチィヴが存在するのは,成 功確率 ρ

が区間(ρご**,1]に属する場合である。

補題3の 条件を満たさないような小さい固定費用と仮定2の もとセ,成 功確

率が区間[0,Pi*)に 属する場合には,共 同研究開発へのインセ ンチィヴが排

除される。既存企業にとって も参入企業にとっても仮定2を 満たさないような

領域に成功確率が属するなら,.独 自に研究開発を行うか,や めるか,の 選択に

なる。つまり,成 功確率 ♪ と各企業が負担する固定費用が十分小さくなって

も共同研究開発は行われない。さらに,補 題3に おける固定費用が非常に大き
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く,参 入企業だけがその費用 を負担で きる場合,参 入企業 にのみ共 同研究累 発

へ のイ ンセ ンチ ィヴが生 じる。その とき既存企業の選択は研究 開発 をや めるか.

独 自に行 うかのいずれかである。従 って,既 存企業 と参入企業による共同研究

開発 は形成 されない。 このよ うな結 果は他企業 の失敗確率 に強 く依存 してい る

し,既 存企 業 のRに も依存 してい る。確率 ρ(1一 ρ)は,Pが 非 常 に高 くなる

か,低 くなる場合 に大 き く変化する。一 方の企業 の成功確率が高 くなる と失敗

確率 も低 くなるか ら共同研究開発形成ぺのイ ンセ ンチ ィヴは増加す る。従 って,

ψ,F,R)の 組 み合わせに よ.っては,参 入企業が共 同研 究開発 を選好す れば既

存企業 もそれ を選好す るとい う場合が生 じる。つ ま り,固 定費用の程度 によ っ

ては低 い成功確率であ って も共同研究開発が形成 され る可能性 は.1分 考 えられ

る。 しか しRの 存在 によって,既 存企業 と参入企業が 共同研究 開発 を考 える成

功確 率は異 なる。す なわ ち,既 存企業の共同研 究開発 へのイ ンセンチ ィヴは,

参 人企業 よ り広い範囲 の成功確率 において存在 する。 このモデルで は,産 業 に

参入 しようとす る企業 の方が技術開発に よ り意欲 的であるこ.とになる。共同研

究開発 の実現 が固定費用だ けに依存す る場合は,既 存企 業が共 同研究 開発 によ

り積極的にな る。

この論文で扱 っている参 入企業 は,あ る程度の固定費用 を調達で きる能力が

あ ると仮定 してお り,参 入 しよ うとす る産業がすでに成熟 している状況 を考 え

ていた。得 られ るインプ リケーシ ョンとして は共同研究開発をするか,し ない

か についての各企 業のイ ンセ ンチ ィヴは,を の産業の性質によって異 なるとい

う点が挙げ られ る。基礎研究分野で ある生命工学産業や医薬品産業 の場合,非

常 に早 い段 階でのknow-howや パ テン トの確保 な どが最 終製品の競争 に密接

に関連す るか ら,各 企 業が共同研究 開発 の契約 を結ぼ うとするイ ンセ ンチ ィヴ.

は,存 在 しない可能性 が高い。む しろ,semiconductorの よ うにある程度産業

が成熟 している場合 に,共 同研 究開発を しょ.う.とす る傾向があ るζ指摘 するこ

とがで きる(Jacquemin,1988)。
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IVお わ り に

RJVsの 理論はほとんどが対称性仮定の もとで議論されてお り,非 対称的な

状況の分析は十分ではなかったと言える。非対称性仮定のモデルか ら得 られた

.結果は,既 存企業と参入企業がRJVs参 加に踏み切る研究開発は成功する確

率の値が異なる,す なわち,競 争の状態と技術の性質によってRJVSへ のイ

ンセンチィヴが企業間で,異なるという点である。また,競 争する企業同士が単

独 に開発を行わずにRJVsを 形成する可能性 もある。モデルの問題点 として

は,既 存企業 と参入企業のコス ト・シェアリング比率を1/2ず つにしてよいの

かという点演挙げられる。各企業のインセンチィヴが異なってしまう場合でも,

ここでは暗黙的にbargainingpowerを 等 しく.していた。

今までの研究においては,需 要または研究開発投資額など,企 業の外生的戦

略に焦点を当てて,分 析されてきた。 しか しながら,研 究開発の活動資金がど

のように調達され,開 発成果が誰の所有となるのかなどの点についてはまだ研

究の余地がある。さらに,研 究開発活動のインセシティヴ問題は企業g戦 略的

な意思決定に影響 を及ぼす%こ のような問題が今後の研究課題 になるであろ

う。
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